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1. 16年 3月期の業績（平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 3月期       43,187     3.2         644    33.8         835    12.0

15年 3月期       41,831     1.6         482     6.4         746    16.2

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 3月期          379   100.0         21.13－      2.8     3.0     1.9

15年 3月期          189   △17.2          9.18－      1.4     2.8     1.8

(注 )1.期中平均株式数 16年 3月期     16,745,307株 15年 3月期     17,211,433株
2.会計処理方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 3月期           7.00          3.00          4.00         117    33.1     0.9

15年 3月期           6.00          3.00          3.00         103    54.4     0.8

(注 )16年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 3月期       28,943      13,690     47.3         813.82

15年 3月期       26,797      13,297     49.6         770.75

(注 )1.期末発行済株式数 16年 3月期     16,789,930株 15年 3月期     17,210,470株
2.期末自己株式数 16年 3月期        424,304株          3,764株15年 3月期

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       23,000         250          70          3.00－ －

通 期       47,000       1,200         400－           4.00          7.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          23円 82銭

※ 上 記 の 予 想 の 前 提 条 件 そ の 他 の 関 連 す る 事 項 に つ い て は 、 決 算 短 信 （ 連 結 ） の 添 付 資 料 の6ペ ー ジ
を 参 照 し て く だ さ い 。
※ 上 記 の 金 額 の 記 載 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て 表 示 し て お り ま す 。
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【貸借対照表】 

  前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

 
対前年比 

区分 注 記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

増減 
（千円） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金   185,587   406,683   

２．売掛金 ※１  7,297,688   8,723,770   

３．製品   401,757   384,926   

４．原材料   164,438   461,634   

５．仕掛品   893,316   692,290   

６．貯蔵品   544,006   551,087   

７．材料支給未収入金 ※1.2  543,346   564,179   

８．未収収益   3,989   3,211   

９．未収入金 ※１  51,917   59,460   

10．繰延税金資産   437,937   570,078   

11．その他   7,759   106,796   

12．貸倒引当金   △6,500   △7,700   

流動資産合計   10,525,245 39.3  12,516,418 43.2 1,991,172 

Ⅱ 固定資産         

(1）有形固定資産 ※３        

１．建物  7,375,628   7,391,107    

減価償却累計額  4,727,036 2,648,592  4,868,182 2,522,924   

２．構築物  895,511   904,161    

減価償却累計額  681,535 213,976  705,159 199,001   

３．機械装置  40,402,760   40,404,073    

減価償却累計額  34,628,589 5,774,171  34,467,259 5,936,814   

４．車両運搬具  167,169   162,739    

減価償却累計額  155,761 11,407  147,510 15,228   

５．工具器具備品  4,139,427   3,877,477    

減価償却累計額  3,610,538 528,889  3,380,061 497,415   

６．土地   1,337,560   1,337,560   

７．建設仮勘定   11,978   63,449   

有形固定資産合計   10,526,576 39.3  10,572,395 36.5 45,818 
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  前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

 
対前年比 

区分 注 記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

増減 
（千円） 

(2）無形固定資産         

１．電話加入権   9,846   9,768   

２．借地権   386,674   386,674   

３．施設利用権   1,319   925   

４．ソフトウエア   67,034   107,437   

無形固定資産合計   464,874 1.7  504,805 1.7 39,931 

(3）投資その他の資産         

１．投資有価証券   1,761,731   1,901,832   

２．関係会社株式   2,502,528   2,502,528   

３．関係会社長期貸
付金   610,000   535,000   

４．繰延税金資産   348,126   358,026   

５．その他   58,871   52,806   

６．貸倒引当金   △600   △500   

投資その他の資産
合計   5,280,657 19.7  5,349,694 18.5 69,036 

固定資産合計   16,272,108 60.7  16,426,895 56.8 154,786 

資産合計   26,797,354 100.0  28,943,313 100.0 2,145,959 

         

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．買掛金 ※１  5,907,234   6,986,375   

２．短期借入金   160,000   120,000   

３．一年以内返済長期
借入金 ※３  615,400   380,404   

４．未払金   1,595,489   1,671,492   

５．未払費用   889,638   1,111,878   

６．未払法人税等   155,788   445,196   

７．未払消費税等   68,073   87,879   

８．預り金   79,515   67,707   

９．賞与引当金   666,000   700,000   

流動負債合計   10,137,139 37.8  11,570,933 40.0 1,433,794 
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  前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

 
対前年比 

区分 注 記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

増減 
（千円） 

Ⅱ 固定負債         

１．長期借入金 ※３  601,000   553,926   

２．退職給付引当金   2,365,727   2,817,879   

３．役員退職慰労引当
金   396,475   310,567   

固定負債合計   3,363,202 12.6  3,682,372 12.7 319,170 

負債合計   13,500,341 50.4  15,253,306 52.7 1,752,964 

         

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※４  2,060,291 7.7  2,060,291 7.1 － 

Ⅱ 資本剰余金         

(1）資本準備金  1,812,752   1,812,752    

(2)その他資本剰余金  －   11,458    

資本剰余金合計   1,812,752 6.8  1,824,210 6.3 11,458 

Ⅲ 利益剰余金         

(1）利益準備金  515,072   515,072    

(2）任意積立金         

１．資産買換差益積
立金  562,878   530,274    

２．固定資産圧縮積
立金  199,901   192,287    

３．別途積立金  7,390,000   7,490,000    

(3）当期未処分利益  292,539   478,629    

利益剰余金合計   8,960,392 33.4  9,206,264 31.8 245,871 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   464,406 1.7  696,466 2.4 232,059 

Ⅴ 自己株式 ※５  △830 △0.0  △97,225 △0.3 △96,394 

資本合計   13,297,012 49.6  13,690,007 47.3 392,994 

負債・資本合計   26,797,354 100.0  28,943,313 100.0 2,145,959 
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【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 
対前年比 

区分 注 記
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円） 百分比
（％） 

増減 
（千円） 

Ⅰ 売上高 ※１  41,831,323 100.0  43,187,580 100.0 1,356,257 

Ⅱ 売上原価         

１．製品期首棚卸高  459,933   401,757    

２．当期製品製造原価 ※３ 36,969,612   38,174,899    

合計  37,429,546   38,576,656    

３．製品期末棚卸高  401,757 37,027,788 88.5 384,926 38,191,730 88.4 1,163,942 

売上総利益   4,803,534 11.5  4,995,850 11.6 192,315 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 ※2.3  4,321,405 10.3  4,350,895 10.1 29,490 

営業利益   482,129 1.2  644,954 1.5 162,824 

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息  12,955   11,992    

２．受取配当金  30,352   35,757    

３．受取賃貸料 ※１ 80,872   20,819    

４．屑売却収入  80,763   124,528    

５．金型等補償代  15,415   464    

６．その他  76,604 296,962 0.7 30,830 224,392 0.5 △72,569 

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息  25,267   19,546    

２．為替差損  7,672   12,538    

３．その他  8 32,948 0.1 1,380 33,465 0.1 517 

経常利益   746,144 1.8  835,881 1.9 89,737 

Ⅵ 特別利益         

１．固定資産売却益 ※４ 29   －    

２．投資有価証券売却
益  322   509,479    

３．事業構造改革引当
金戻入益  23,438   －    

４．貸倒引当金戻入額  10,200 33,990 0.1 － 509,479 1.2 475,489 
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前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 
対前年比 

区分 注 記
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円） 百分比
（％） 

増減 
（千円） 

Ⅶ 特別損失         

１．固定資産除却損 ※５ 59,877   178,871    

２．投資有価証券評価
損  56,699   －    

３．災害対策関連費用  －   54,170    

４．退職給付会計基準
変更時差異処理額  283,708   283,708    

５．投資評価引当金繰
入  － 400,285 1.0 138,380 655,129 1.5 254,843 

税引前当期純利益   379,848 0.9  690,232 1.6 310,383 

法人税、住民税及
び事業税  314,246   597,440    

法人税等調整額  △124,374 189,872 0.4 △287,083 310,357 0.7 120,484 

当期純利益   189,975 0.5  379,874 0.9 189,899 

前期繰越利益   154,199   149,126  △5,072 

中間配当額   51,635   50,371  △1,263 

当期未処分利益   292,539   478,629  186,089 
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【利益処分案】 

  前事業年度 
（平成15年３月期） 

当事業年度 
（平成16年３月期） 

 
対前年比 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 増減 

（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   292,539  478,629 189,089 

Ⅱ 任意積立金取崩高       

１．資産買換差益積立金取
崩高  40,745  44,832   

２．固定資産圧縮積立金取
崩高  10,396 51,142 16,084 60,917 9,774 

合計   343,682  539,546 195,864 

Ⅲ 利益処分額       

１．配当金  51,631  67,159   

２．役員賞与金  32,000  26,000   

（うち監査役賞与金）  （3,200）  （3,200）   

３．資産買換差益積立金  8,141  －   

４．固定資産圧縮積立金  2,782  －   

５．別途積立金  100,000 194,555 300,000 393,159 198,603 

Ⅳ 次期繰越利益   149,126  146,386 △2,739 
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重要な会計方針 

当事業年度 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(イ）子会社及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価

は総平均法により算定） 

時価のないもの 

……総平均法による原価法 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

材料・貯蔵品 

……最終仕入原価法 

製品・仕掛品 

……材料費については、最終仕入原価法、加工費については、１ヵ月を単位とする最終製造原価

法 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

……定率法 

 但し、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)は、定額法を採用して

いる。 

 なお主な耐用年数は次のとおりである。 

建物及び構築物   ５～38年 

機械装置及び運搬具 ４～12年 

工具器具備品    ３～15年 

無形固定資産 

……定額法 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用している。 

４．引当金の計上基準 

貸倒引当金 

……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

投資評価引当金 

……子会社株式の価値の減少による損失に備えるため、子会社の財務状態の実情を勘案し、必要

額を見積計上している。 

賞与引当金 

……従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を

計上している。 

退職給付引当金 

……従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の時価に基づき当

事業年度末において発生していると認められる額を計上している。なお、会計基準変更時差

異（1,418,541千円）については、５年による按分額を費用処理している。数理計算上の差異

は、各事業年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法に基づき

それぞれ発生の翌事業年度より費用処理している。 

役員退職慰労引当金 

……役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。 
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当事業年度 

５．リース取引の処理方法 

……リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 

６．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ手段・ヘッジ対象とヘッジ会計の方法 

 外貨建売掛金に付された為替予約について振当処理を行っている。 

② ヘッジ方針 

 為替変動リスク回避を目的として原則として全ての外貨建売掛金について上記①のデリバティブ取引

を行っており、投機目的やトレーディング目的のものはない。 

③ ヘッジ有効性評価の方法 

 金融商品会計基準に従い取引開始時の事前テスト及び取引時以降の事後テストを定期的に行うことに

より有効性を検証している。 

７．その他の財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

……税抜方式によっている。 

 

 

会計処理の変更 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

────── 当期より、従来営業外収益に含めていた賃貸製造設

備に係る賃貸料を製造費用の控除項目として処理する方

法に変更した。 

この変更は、当該収益が当社の事業目的たる業務よ

り生じたものであり、近時グループ会社や外注先への委

託によりその金額的重要性が相対的に高まってきたこと

を考慮して、より適正な費用収益の対応を図るために行

ったものである。 

この変更により、従来の方法に比べて売上総利益及

び営業利益が47,083千円増加し、経常利益及び税引前当

期純利益は1,327千円減少している。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

※１．関係会社に関する事項 ※１．関係会社に関する事項 
  

売掛金 176,717千円

買掛金 824,219 

材料支給未収入金 170,545 

未収入金 37,241 
  

  
売掛金 153,433千円

買掛金 1,021,095 

材料支給未収入金 225,248 

未収入金 20,695 
  

※２．外注先に対する材料有償支給の未回収残高であ

る。 

※２．外注先に対する材料有償支給の未回収残高であ

る。 

※３．この内担保提供資産（帳簿価額）は次のとおりで

ある。 

※３．この内担保提供資産（帳簿価額）は次のとおりで

ある。 

(1）財団抵当に供しているもの (1）財団抵当に供しているもの 
  

建物 182,010千円

機械装置 539,541 

土地 320,395 

計 1,041,948 
  

  
建物 167,998千円

機械装置 480,826 

土地 320,395 

計 969,220 
  

(2)不動産抵当に供しているもの (2)不動産抵当に供しているもの 
  

建物 48,249千円

機械装置 17,869 

土地 571,516 

計 637,634 
  

  
建物 45,012千円

機械装置 14,238 

土地 571,516 

計 630,767 
  

担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務 

一年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金 一年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金 
  
 1,216,400千円

  

  
 934,330千円

  
※４．授権株式数及び発行済株式総数 ※４．授権株式数及び発行済株式総数 
  
授権株式数 普通株式 40,000千株 

発行済株式総数 普通株式 17,214千株 
  

  
授権株式数 普通株式 40,000千株 

発行済株式総数 普通株式 17,214千株 
  

※５．自己株式 ※５．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式3,764

株である。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

424,304株である。 

６．偶発債務 ６．偶発債務 
  
債務保証 

ユニバンスＩＮＣ． 銀行借
入金 468,780千円

 (ＵＳ＄3,900千) 
  

  
債務保証 

ユニバンスＩＮＣ． 銀行借
入金 190,134千円

 (ＵＳ＄1,800千) 
  

７．配当制限 ７．配当制限 

 商法第290条第１項第６号に規定する純資産額は

464,406千円である。 

 商法施行規則第124 条第3号に規定する、資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は

696,466千円である。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１．関係会社に関する事項 ※１．関係会社に関する事項 
  

売上高 11,580,375千円

受取賃貸料 33,184 
  

  
売上高 952,737千円

受取賃貸料 3,134 
  

※２．販売費及び一般管理費主な費目及び金額は次のと

おりである。 

※２．販売費及び一般管理費主な費目及び金額は次のと

おりである。 
  

荷造運賃 536,747千円

取締役報酬 91,230 

給料 1,358,012 

従業員賞与 189,562 

賞与引当金繰入額 196,470 

退職給付引当金繰入額 66,239 

役員退職慰労引当金繰入額 31,957 

手数料 253,187 

減価償却費 257,612 

賃借料 237,670 

租税公課 23,349 

開発費 414,697 
  

  
荷造運賃 458,481千円

取締役報酬 74,190 

給料 1,507,845 

従業員賞与 200,078 

賞与引当金繰入額 210,761 

退職給付引当金繰入額 92,211 

役員退職慰労引当金繰入額 38,532 

手数料 255,202 

減価償却費 154,994 

賃借料 229,725 

租税公課 17,588 

開発費 366,642 
  

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は1,614,919千円である。 

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は1,774,448千円である。 

※４．固定資産売却益の内容は次のとおりである。 ※４．      ────── 
  

機械及び装置 29千円

計 29 
  

 

※５．固定資産除却損の内容は次のとおりである。 ※５．固定資産除却損の内容は次のとおりである。 
  

建物 －千円

車両運搬具 175 

機械及び装置 51,259 

工具器具備品 8,442 

計 59,877 
  

  
建物 14,273千円

車両運搬具 504 

機械及び装置 141,591 

工具器具備品 22,502 

計 178,871 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

 工具器具備品 

取得価額相当額 75,431千円

減価償却累計額相当額 33,630 

期末残高相当額 41,800 
  

  
 工具器具備品 

取得価額相当額 100,330千円

減価償却累計額相当額 53,097 

期末残高相当額 47,233 
  

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 16,183千円

１年超 26,968 

合計 43,151 
  

  
１年以内 17,810千円

１年超 30,464 

合計 48,275 
  

③ 支払リース料及び減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

支払リース料 16,479千円

減価償却費相当額 15,423 

支払利息相当額 944 
  

  
支払リース料 20,706千円

減価償却費相当額 19,466 

支払利息相当額 930 
  

④ 減価償却費相当額及び利息相当額 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額 

１）減価償却費相当額の算出方法 １）減価償却費相当額の算出方法 

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

……同左 

２）利息相当額の算出方法 ２）利息相当額の算出方法 

……リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を支払利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっています。 

……同左 

 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 前事業年度（平成15年３月31日） 当事業年度（平成16年３月31日） 

 
貸借対照表
計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 
貸借対照表
計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 － － － － － － 

関連会社株式 188,556 345,592 157,036 188,556 410,025 221,468 

合計 188,556 345,592 157,036 188,556 410,025 221,468 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

（単位 千円） （単位 千円） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産 

賞与引当金 228,683

退職給付引当金 906,102

役員退職慰労引当金 159,779

子会社株式 374,445

投資評価引当金 -

その他 247,127

繰延税金資産小計 1,916,138

評価性引当額 △380,684

繰延税金資産合計 1,535,453

繰延税金負債 

資産買換差益積立金 △9,667

固定資産圧縮積立金 △426,229

その他有価証券評価差額金 △313,494

繰延税金負債合計 △749,390

繰延税金資産の純額 786,063
  

  
繰延税金資産 

賞与引当金 277,900

退職給付引当金 1,090,688

役員退職慰労引当金 123,295

子会社株式 380,676

投資評価引当金 54,936

その他 320,602

繰延税金資産小計 2,248,097

評価性引当額 △435,612

繰延税金資産合計 1,812,485

繰延税金負債 

資産買換差益積立金 △308,462

固定資産圧縮積立金 △117,382

その他有価証券評価差額金 △458,535

繰延税金負債合計 △884,381

繰延税金資産の純額 928,104
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  
法定実効税率 40.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目 3.0 

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 △2.6 

住民税均等割等 1.0 

税率変更による期末繰延税金資
産負債修正 4.3 

試験研究費税額控除 - 

評価性引当金 1.6 

過年度税金 - 

その他 1.8 

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 49.9 

  

  
法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目 2.9 

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 △1.2 

住民税均等割等 0.5 

税率変更による期末繰延税金資
産負債修正 2.3 

試験研究費税額控除 △12.5 

評価性引当金 7.9 

過年度税金 2.6 

その他 1.7 

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 44.9 

  
３．地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、

当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

（ただし、平成16年４月１日以降解消が見込まれるも

のに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度

40.8％、当事業年度は流動区分については40.7％、固

定区分については39.7％である。これにより当期純利

益が16,581千円、総資産は8,724千円、純資産は8,724

千円それぞれ減少している。 

３．      ────── 
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役 員 の 異 動  
 

該当事項なし 

 

 


